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入札説明書 

九州国立博物館及び福岡県が発注する九州国立博物館来館者対応等業務に係る入札

公告に基づく入札等については、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書に 

よるものとするので、入札希望者は次の事項を熟知の上、入札書等を提出されるよう

お願いいたします。 

 

１．公告日         

  令和５年３月６日（月)  

 

２．契約担当役等 

分任契約担当役九州国立博物館副館長  小泉 惠英 

福岡県立アジア文化交流センター所長  山田 信吾 

   

３．調達内容 

 (1) 業務名 

   九州国立博物館来館者対応等業務 一式 

 (2) 履行期間 

   令和５年５月１日から令和７年３月３１日 

 (3) 履行場所   

      九州国立博物館 

   福岡県太宰府市石坂４丁目７番２号 

 (4) 業務の内容 

   別添「仕様書」のとおり。 

 

４．競争参加資格   

 次に掲げる条件をすべて満たしていること。 

 (1) 次の（ｱ）、又は（ｲ）に該当する者 

(ｱ) 文部科学省競争参加資格（全省庁統一資格）において令和３・４・５年度に九

州・沖縄地域の「役務の提供等」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格付けされている者で

あること。 

(ｲ) 「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不要品の売払いその他の契

約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格」（令和４年４月

福岡県告示第３７１号）に定める資格を得ている者のうち、入札参加希望業種が

業種品目１３－０３（ビル清掃管理）、１３－０９（人材派遣）、１３－１１（そ

の他）で、ＡＡ又はＡの等級に格付けされている者であること。 

 



(2) 九州国立博物館における競争参加資格 

未成年者、被保佐人又は被補助人であって契約締結のために必要な同意を得てい

る者を除き当該契約を締結する能力を有しない者、破産者で復権を得ない者並び

に契約担当役及び福岡県代表者が一般競争に参加させないとした者は、競争に参

加することができない。 

 (3) 福岡県における入札参加資格 

福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成１４年２月２２日

１３管達第６６号総務部長依命通達）に基づく指名停止期間中でない者であるこ

と。 

(4) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申立てを

していない者又は申立てをされていない者及び民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者又は申立てをされていな

い者であること。 

  (5) 福岡県内に、本店又は支店を有する者であること。 

(6) 平成３０年度以降に、博物館又は美術館において、売札、検札、誘導等の来館者

対応業務を１年以上継続して実施したことがある者であること。 

 (7) 博物館、美術館の特性及び業務に十分な知識を持ち、来館者対応業務等に係る

総括業務の経験を有する者を従事させることができる者であること。 

 (8) プライバシーマーク又はＩＳＭＳ認証を取得した者であること。 

 

５．当該契約に関する事務を担当する部局及び契約条項を示す場所 

  (1) 九州国立博物館総務課財務係   

      〒８１８－０１１８ 福岡県太宰府市石坂４丁目７番２号 

      電話 ０９２－９１８－２８０８ 

 (2) 福岡県立アジア文化交流センター広報課  

      〒８１８－０１１８ 福岡県太宰府市石坂４丁目７番２号 

     電話 ０９２－９２９－３２７２ 

 

６．本件入札に関する問い合わせ先 

(1) 問い合わせ先 

      上記５に同じ。 

 (2) 問い合わせ締切 

   令和５年３月１３日（月）１７時００分までに書面にて行うものとする。 

なお、回答については、令和５年３月１７日（金）１７時４５分までにＦＡＸ

にて行う。 

 

７．書類提出期限及び場所 

入札に参加しようとする者は、別紙１に挙げる書類を提出すること。 



(1) 提出期限：令和５年３月２７日(月) １７時００分 

(2) 提出場所：５の場所とする。 

(3) 提出方法：直接提出するものとする。 

（ただし、土曜・日曜・祝祭日には受領しない。） 

 

８．入札の場所及び日時等 

(1) 提出日時：令和５年３月３０日（木） １０時００分 

(2) 提出場所：九州国立博物館第２会議室 

 

９．開札の日時及び場所 

入札終了後、直ちに８．(2)の場所において行う。 

 

10．入札の実施方法  

(1) 入札方法 

(ｱ) 落札者の決定は、一般競争入札をもって行う。 

（ｲ）入札は、８のとおり行い、入札書（様式３号-１～３）を用いて入札すること。 

（ｳ）落札者の決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者は消費税に

係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の

１１０分の１００に相当する額を入札書に記載すること。 

（ｴ）入札書は封筒に入れ密封し、かつ、その封皮に氏名（法人の場合は、その名称

又は商号）及び「３月３０日開封九州国立博物館来館者対応等委託業務の入札書

在中」と朱書きとすること。なお、郵送又は電信による入札は認めない。 

（ｵ）入札者又はその代理人は、入札書の記載事項を訂正する場合は、該当訂正部分

について押印をすること。ただし、金額部分については、訂正を認めない。 

（ｶ）入札者又はその代理人は、その提出した入札書の引換え、変更又は取り消し           

をすることができないこと。 

（ｷ）入札者又はその代理人は、入札書を提出するときは、入札公告等において求め

られた義務を履行するために必要な関係書類を併せて提出しなければならない

こと。 

（ｸ）入札者又はその代理人が相連合し、又は不穏な挙動をする等の場合で競争入札

を公正に執行することができない状態にあると認めたとき、発注者は、当該入札

を延期し、又はこれを中止することができること。 

（ｹ）入札参加者が１者の場合でも入札を執行すること。 

(2) 入札の無効 

入札書で次のいずれかに該当するものは、これを無効とする。 



(ｱ) 入札公告及び入札説明書に示した競争参加資格のない者、競争参加資格条件

を満たさない者（開札時点において指名停止期間中である者等競争参加資格条件

に反した者を含む。）が提出した入札書及び虚偽の記載がある入札書 

(ｲ) 件名及び入札金額の記載のない入札書 

(ｳ) 競争加入者等本人の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏

名）及び押印のない又は判然としない入札書 

(ｴ) 代理人が入札する場合における競争加入者本人の氏名（法人の場合は、その名

称又は商号及び代表者の氏名）、代理人であることの表示並びに当該代理人の氏

名の記載及び押印のない又は判然としない入札書（記載のない又は判然としない

事項が競争加入者本人の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏

名）又は代理人であることの表示であることの表示である場合には、正当な代理

であることが代理委任状その他で確認されたものを除く。） 

(ｵ) 件名の表示に重大な誤りのある入札書 

(ｶ) 入札金額の記載が不明確な入札書 

(ｷ) 入札金額を訂正した入札書 

(ｸ) 入札公告及び入札説明書において示した入札書の提出日時に提出されなかっ

た入札書 

(ｹ) 公正な価格を害し、又は不正の利益を得るために明らかに連合したと認められ

る者の提出した入札書 

(ｺ) 入札保証金が受領期限までに納付されず、又は 11．(1)に規定する金額に達し

ない場合の入札書 

(ｻ) 入札公告及び入札説明書において示した競争加入者等に要求される事項を履

行しなかった者の提出した入札書 

(ｼ) 同一競争参加者が二以上の入札をした場合、当該競争加入者等のすべての入札

書 

(ｽ) その他入札に関する条件に違反した入札書 

(ｾ) 入札の延期等 

競争加入者等が相連合し、又は不穏な挙動をする等の場合で競争入札を公正に

執行することができない状態にあると認めたときは、当該入札を延期し、又は

これを取り止めることがある。 

(3) 代理人による入札 

(ｱ) 代理人が入札する場合は、入札時までに委任状(様式２号-１～４)を提出しな

ければならない。 

(ｲ) 競争加入者等は、本件調達に係る入札について他の競争加入者等の代理人を兼

ねることはできない。 

 

 



11．入札保証金・契約保証金 

(1) 入札保証金 

入札金額の税込金額の１００分の５以上の入札保証金又はこれに代わる担保を

納付又は提供すること。 

ただし、九州国立博物館及び福岡県を被保険者とする入札保証保険契約（入札

金額の税込金額の１００分の５以上を保険金額とするもの）を締結し、その証書

を提出する場合、または、過去２年の間に、福岡県若しくは福岡県以外の地方公

共団体又は国（独立行政法人等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以

上）したことを証明する書面（当該発注者が交付した証明書）を提出する場合は

入札保証金の納付を免除する。 

 ※ 提出にあたっては、別紙１の３及び別紙１参考資料を参照すること。 

(2) 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は

提供すること。 

ただし、九州国立博物館及び福岡県を被保険者とする履行保証保険契約（契約

金額の１００分の１０以上を保険金額とするもの）を締結し、その証書を提出す

る場合、または、過去２年の間に、福岡県若しくは福岡県以外の地方公共団体又

は国（独立行政法人等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件以上）し

たことを証明する書面(当該発注者が交付した証明書)を提出する場合は契約保

証金の納付を免除する。 

 

12．その他 

(1) 入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本通貨 

(2) 落札者の決定方法 

(ｱ) 予定価格の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約

の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその

者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって

著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をも

って入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とすること

がある。 

 予定価格の制限の範囲内（最低基準価格）を下回って入札が行われた場合は、

入札を「保留」とし、契約の内容が履行されないおそれがあると、認めるか否

かについて、入札者から事情聴取、関係機関への意見照会等の調査を行い、落



札者の決定をする。 

   (ｲ) 落札者となるべき同価の入札をした者が二人以上あるときは、直ちに当該入

札者にくじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、くじを

引かない者があるときは、入札執行事務に関係のない職員がこれに代わってく

じを引き落札者を決定するものとする。 

 (3) 本入札執行については、独立行政法人国立文化財機構会計規程、独立行政法人

国立文化財機構会計規程の特例を定める規程、独立行政法人国立文化財機構契約

事務取扱細則、九州国立博物館契約事務取扱要項、地方自治法、同法施行令及び

福岡県財務規則の定めるところによる。 

(4) 入札に参加する者は、参加に当たり知り得た個人情報、事業者の情報その他の

九州国立博物館及び県の情報（公知の事実を除く。）を漏らしてはならない。 

(5) 契約書の作成 

(ｱ) 競争入札を執行し、契約の相手方が決定したときは、落札決定の日から７日以

内（落札者が遠隔地にある等特別の事情があるときは、契約担当役等が合理的と

認める期間）に契約書の取りかわしを行うものとする。 

(ｲ) 落札者が上記に定める期間内に契約書を提出しないときは落札の決定を取り

消すものとする。 

(ｳ) 契約書は３通作成し、九州国立博物館、福岡県、請負者が各１通を保管する。 

(ｴ) 契約書の作成に要する費用はすべて落札者の負担とする。 

(ｵ) 契約担当役等が契約の相手方とともに契約書に記名して押印しなければ、本

契約は確定しないものとする。 

(ｶ) 契約締結に当たっては、落札者は暴力団排除条項を記載した誓約書（別紙様式

２）を提出するものとする。 

(6) 契約代金の支払方法及び条件 

  (ｱ) 銀行振込により届出の指定金融機関へ振り込む。 

(ｲ) １か月ごとの業務完了を確認し、適正な支払請求書を受理した日から３０日 

以内にその代価を支払うものとする。 

  



別紙１ 
 

九州国立博物館来館者対応等業務の入札に関する注意事項 

 

 本件入札は、独立行政法人国立文化財機構（以下「独法」という。）と福岡県（以下

「県」という。）の共同発注であることから、入札及び開札にあたっては、下記の事項

に十分に留意して下さい。 

 

１．入札書等の提出部数について 

入札書（別添３号様式）、委任状（別添２号様式）等の提出書類（以下「書 

類」という。）を１部提出願います。 

 

２．事前に提出を要する書類等について  

下記については、令和５年３月２７日(月)１７時００分までに提出願います。 

  

① 令和４年度の国の競争参加資格通知書（写し）又は福岡県の競争参加資格審査結果
通知書（写し） １部 

② 福岡県内に、本店又は支店を有する者であることを証する書類（会社概要等） １
部 

③ 平成３０年度以降に、博物館又は美術館において、売札、検札、誘導等の来館者対
応業務を１年以上継続して実施したことがある者であることを証する書類 １部 

④ プライバシーマーク又はＩＳＭＳ認証を取得していることを証する書類 １部 

 

３．入札保証金について（「別紙１参考資料」を必ずお読みください。） 

  入札保証金の納付額は、入札金額の税込金額の１００分の５以上となります。 

（１）現金持参で納付する場合 

令和５年３月３０日(木)９時４５分までに、下記提出先まで提出すること。 

（２）入札保証保険契約を締結してその証書を提出する場合 

被保険者を「独立行政法人国立文化財機構九州国立博物館」及び「福岡県」の連

名とする入札保証保険契約の締結による証書（１枚）を、令和５年３月３０日(木)

１０時００分までに下記提出先に提出すること。 

（３）小切手での納付又は金融機関での現金納付を行う場合 

令和５年３月２７日(月)１７時００分までに下記まで連絡すること。納付方法

については、その際に指示する。 

なお、小切手は、福岡手形交換所加盟金融機関振出の持参人払い方式小切手で、

振出日から５日以内のものに限る。 

  

≪提出先≫ 

福岡県立アジア文化交流センター広報課  

  〒８１８－０１１８ 福岡県太宰府市石坂４丁目７番２号 

  電話 ０９２－９２９－３２７２ 

   



 

 



 



別紙２ 

（表） 

 

誓  約  書 

  

令和  年  月  日 

 

 

福岡県知事 殿 

 

住  所 

氏名又は名称 

及び代表者名             印 

 

 

 私は、福岡県が福岡県暴力団排除条例に基づき、公共工事その他の県の事務又は事

業により暴力団を利することとならないように、暴力団員はもとより、暴力団若しく

は暴力団員と密接な関係を有する者を入札、契約から排除していることを認識したう

えで、裏面の記載事項について説明を受け、これを了解し、下記事項について、誓約い

たします。 

 なお、これらの事項に反する場合、契約の解除等、貴県が行う一切の措置について

異議の申し立てを行いません。 

 

記 

 

１ 契約書第１１条（以下「暴力団排除条項」という。）第１項各号のいずれにも該当

しません。 

 

 

２ 暴力団排除条項第１項第１号又は第２号に該当する事由の有無の確認のため、役

員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。 

 

 

※ 上記１の暴力団排除条項第１項各号の解釈については、裏面にてご確認下さい。 

 

 



（裏） 

 

暴力団排除条項第１項各号の解釈について 
 

(1) 暴力団排除条項第１項第３号及び第４号関係 

構成員等である事実を知らずに、構成員等を雇用している場合又は暴力的組織
若しくは構成員等である等の事実を知らずに、その者と下請契約若しくは資材、
原材料の購入契約等を締結した場合であっても、当該事実の判明後速やかに、解
雇に係る手続や契約の解除など適切な是正措置を行わないときは、当該事実を知
りながら行っているものとみなす。 

 

(2) 暴力団排除条項第１項第８号関係 

「密接な交際」とは、例えば友人又は知人として、会食、遊戯、旅行、スポー
ツ等を共にするなどの交遊をしていることである。 

「社会的に非難される関係」とは、例えば構成員等を自らが主催するパーティ
その他の会合に招待するような関係又は構成員等が主催するパーティその他の
会合に出席するような関係である。 

 

＜役務請負契約書抜粋（暴力団排除条項）＞ 

 

第１１条 甲及び乙は、警察本部からの通知に基づき、丙（丙が共同企業体であるときは、その構

成員のいずれかの者。以下この条において同じ。）が次の各号のいずれかに該当するときは、直

ちにこの契約を解除することができる。この場合において、解除により丙に損害があっても、甲

及び乙はその損害の賠償の責めを負わないものとする。 

一 計画的又は常習的に暴力的不法行為等を行い、又は行うおそれがある組織（以下「暴力的組

織」という。）であるとき。 

二 役員等（個人である場合におけるその者、法人である場合におけるその法人の役員又は当該

個人若しくは法人の経営に事実上参画している者をいう。以下同じ。）が、暴力的組織の構成

員（構成員とみなされる場合を含む。以下「構成員等」という。）となっているとき。 

三 構成員等であることを知りながら、構成員等を雇用し、又は使用しているとき。 

四 第１号又は第２号に該当するものであることを知りながら、そのものと下請契約（一次及び

二次下請以降全ての下請契約を含む。）又は資材、原材料の購入契約等を締結したとき。 

五 自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもっ

て、暴力的組織又は構成員等を利用したとき。 

六 暴力的組織又は構成員等に経済上の利益又は便宜を供与したとき。 

七 役員等又は使用人が、個人の私生活上において、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目

的若しくは第三者に損害を与える目的をもって、暴力的組織若しくは構成員等を利用したと

き、又は暴力的組織若しくは構成員等に経済上の利益若しくは便宜を供与したとき。 

八 役員等又は使用人が、暴力的組織又は構成員等と密接な交際を有し、又は社会的に非難され

る関係を有しているとき。 

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、丙は、請負金額の 100 分の 10 に相

当する額を違約金として甲及び乙の指定する期間内に支払わなければならない。 

３ 前項の場合において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行

われているときは、甲及び乙は、当該契約保証金又は担保をもって違約金に充当することができ、

また、甲及び乙は丙に対する契約金その他の債務があるときは、相殺することができる。 

４ 第２項に規定する違約金の徴収は、丙に対する甲及び乙の損害賠償の請求を妨げない。 

 


